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　伊藤議員は国会の合間を縫って連日街頭から日
本共産党の政策を訴えています。
　ロシアのウクライナ侵略に乗じて敵基地攻撃能
力の保有や「核共有」などとんでもない。憲法 9
条に基づく平和外交こそ重要です。「党をつくっ
て 100 年、戦争の時代から反戦平和を貫いてき
た共産党を比例と選挙区で伸ばしてください」「梅
村さえこさんを何としても国会に送ってくださ
い」と熱い思いを語っています。

反戦平和まっすぐつらぬく日本共産党の躍進を

　伊藤岳議員は 5月 19 日、参議院総務委員会で、
コロナ禍で物価高騰に直面する建設事業者や学校
給食費の支援として地方創生臨時交付金が活用で
きることを示し、その周知を求めました。
政府は４月 26 日、 「緊急対策」を策定し、地方創
生臨時交付金の「原油価格・物価高騰対応分」１
兆円を創設しています。
　伊藤議員は埼玉県の学校給食調理員の方々から

「献立から果物がなくなった」「『安価な食材を』と
なって、安全面が心配」などの声が寄せられてい
ると紹介。「自治体が給食費を時限的に引き下げる、
無償にする等の取組に活用できるか」と質問しま
した。黒田昌義内閣府地方創生推進室次長は「活
用できる」と答弁。
　また、仕入れ価格や燃油の高騰で収益が減少し
た事業者の損失への支援や、認可保育園等の建設・
整備が建築資材高騰でたちゆかなくなる事態に対
する事業者支援についても、黒田次長は「自治体
の判断でできる」と述べました。
伊藤氏は、地方創生臨時交付金の 21 年度の繰越分
も合わせて活用できることを周知するよう求めま
した。
　金子恭之総務相は 22 年度も「福祉灯油等への特
別交付税措置」をとることを明らかにしました。

地方創生臨時交付金拡充
深刻な物価高騰からくらしと営業を守れ

梅村さえこさんを何としても国会に！



　伊藤議員は２１日の参院総務委員会で、ウク

ライナから日本へ避難した人の生活全般にわた

る支援について質問しました。

　身寄りのない人の場合、政府の確保する一時

滞在施設に滞在中は、住居は国が提供し、医療費・

日本語教育費・就労支援は「国が実費負担」す

ることや、一時滞在施設退所後の住居は受け入

れ自治体や民間が提供し、医療費・日本語教育費・

就労支援は「必要に応じて国が実費負担」する

ことを確認した上で、一時滞在施設退所後の医

療費負担について質しました。

　出入国在留管理庁の福原道雄審議官は「個々

の状況に応じて対応する」と答弁。伊藤議員は「明

確でない」と述べ、避難民にとって医療は欠か

せないと指摘。条件を付けず国が責任を持つよ

う強く求めました。

　さらに、自治体が多文化共生社会を目的とし

たワンストップ相談窓口を設置した場合、外国

人受入環境整備交付金があるが、ウクライナか

らの人にも適用できるのかと質問。福原審議官

は「通訳の配置だけでなく、翻訳機、翻訳アプ

リの導入も交付金の対象だ」と答えました。

　総務省として支援を考えている自治体の声を

把握するよう求めました。

ウクライナ避難民支援　国が責任を　

　伊藤議員は４月２１日の参院総務委員会で、
地方公務員の育児休業取得回数制限を緩和し、
非常勤職員の介護休業対象を広げる地方公務員
育児休業法等改正案について質問しました。
　滋賀県の職員アンケートで、育休を取得でき
なかった理由のうち最も多かったのが「仕事の
引き継ぎなど迷惑がかかる」で、取得しやすく
する効果的取り組みは「代替職員の確保や引き
継ぎ相手の明示」が最多だとの調査結果を示し、
「育休取得を伸ばすためには、代替職員の確保と
明示が課題だ」とただしました。
　総務省の山越伸子公務員部長は「業務の引き
継ぎの不安や、職場に迷惑をかけるのではない

かという意見も多い」と述べ、課題があること
を認めました。
　伊藤議員は、職員の負担軽減のために策定が
義務付けられている滋賀県の特定事業主行動計
画では、職員１人当たりの月平均時間外勤務時
間や年休取得日数の数値目標が示されており、
目標達成には合計２９・４５人の増員が必要だ
とする自治労連の試算を紹介。「代替職員の確保
には人員増が欠かせない」と迫りました。
　金子恭之総務相は「毎年度常勤職員を確保し
ておく自治体もあり、先進事例を周知し、横展
開したい」と答えました。

育休取得は職員増員こそ


